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2本日ご議論いただきたい内容

◼ これまでの需給調整市場検討小委員会において、一般送配電事業者から我が国におけるGF、LFC制御の現状に
ついて、また事業者委員からフランスにおける一次のアセスメント等についてご紹介いただいたところ。

◼ 需給調整市場において2024年度から取引が開始される商品のうち、一次、二次①は、平常時において時々刻々と
変動する需要と供給の誤差（時間内変動）の調整に加え、電源脱落等の予測不能な異常時の周波数回復や
需給バランス回復の役割を担うこととなり、他方、二次②は小売電気事業者が策定した需要計画と需要実績のGC
以後の誤差、および再エネ出力予測と実績のGC以降の誤差（予測誤差）を調整する役割を担うこととなる。

◼ また、一次は自端で周波数偏差を検知して応動する一方で、二次①および二次②は各一般送配電事業者が発信
する指令信号に追従する応動が求められることとなる。

◼ 今回、一次、二次①・②が対応する事象や制御方法に関する整理および関連する海外調査結果を踏まえ、それぞ
れに設定が必要となる技術要件に関する考え方等を整理したことから、それらについて本日ご議論いただきたい。
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5一次の技術要件に係る海外事例の調査結果（周波数計測に関する要件）

【周波数計測に係る海外事例調査結果】 調査対象国：米（PJM）、英、仏、独

◼ 一次に関する海外事例調査結果および、今後の検討の方向性は次の通り。

◼ 調査を実施した全ての国・地域で一次に対して自端制御を要求しており、自端で周波数計測を実施して応動する
ために必要となる事項（検出精度や不感帯等）に関する技術的な要件が規定されている。

項目 海外事例調査結果 得られた示唆・検討の方向性

周波数計測

• 全ての国で自端での周波数計測を規定
（4/4か国）

• 検出精度や計測周期等について詳細な要件
を規定。

✓ 検出精度(許容誤差)

：±0.01Hz～±0.036Hz

✓ 計測周期：約0.03秒～0.1秒等

• 自端で周波数偏差を検出して、応動する必要
があるため、要件として系統周波数計測に関す
る事項（精度、周期等）を規定する必要があ
るのではないか。

不感帯

• 全ての国で一次の応動に関する不感帯を許
容（4/4か国）

• 不感帯に関する具体的な要件は以下の通り

✓ ±0.01～0.015Hz（英・独・仏）

✓ ±0.036Hz（米）

• 周波数計測の許容誤差の設定とあわせて、不
感帯の要否についても検討する必要があるので
はないか。

• なお、不感帯等の具体的な設定値は、既存電
源等の設定状況等も調査したうえで議論するこ
ととしてはどうか。



6（参考）イギリスにおける一次に関する不感帯の設定例

◼ イギリスにおける一次における応動速度に関する事前審査においては、不感帯（Dead Band）を設けた上で周波
数の偏差に応じた応動速度について確認している。

出所）National Grid “Firm Frequency Response (FFR) Interactive Guidance”
https://www.nationalgrideso.com/sites/eso/files/documents/Firm%20Frequency%20Response%20%28FFR%29%20Interactive%20Guidance%20v1%200_0.pdf

【不感帯の設定例】

不感帯を設定

https://www.nationalgrideso.com/sites/eso/files/documents/Firm%20Frequency%20Response%20(FFR)%20Interactive%20Guidance%20v1%200_0.pdf


7（参考）フランスにおける周波数計測の例

◼ フランスのR1（一次相当）では、周波数計測器を用いて系統周波数をリアルタイムで計測し、計測値をもとに調整
電力の値を算出することで、リソースの制御を実施して参入している事例がある。

出所）第20回 需給調整市場検討小委員会（2020.12.11）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html


8（参考）フランスにおける周波数計測の例

◼ フランスでは、周波数計測器の要件を過度に厳格化した結果、特定の機器メーカーが採用された経緯があることから、
今後、日本における周波数計測器の要件を定めるにあたっては、留意が必要。

出所）第20回 需給調整市場検討小委員会（2020.12.11）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html


9一次の技術要件に係る海外事例の調査結果（応動に関する要件）①

【応動に関する海外事例調査結果】 調査対象国：米（PJM）、英、仏、独

◼ 一次は自端で周波数偏差を検出しこれに応じて出力を調整することから、全ての国・地域において調定率に基づい
た応動を求めており、また、実出力が供出されるまでの遅れ時間に関する技術要件についても規定されている。

項目 海外事例調査結果 得られた示唆・検討の方向性

調定率
• 全ての国で周波数の変動に応じて調整力を

供出するために、出力変化量として調定率に
基づいた応動を要求（4/4か国）

• 一次は自端制御のため、調定率による応動を
求める必要があるのではないか。

応動遅れ

• 周波数変動の検出から応動開始までの時間
(遅れ時間)に許容幅を規定。（2/4か国）

✓ 検出から2秒以内に応動開始（英・独）

• 周波数偏差を検知して速やかに応動（仏）

• 不感帯以上の周波数偏差が生じた場合は速
やかに応動（米）

• 発電機等、周波数を検知してから応動までに
一定の時間を要するリソースがあることから、周
波数変動の検出から応動開始までの間に遅れ
の許容時間を検討しても良いのではないか。

• ただし、許容時間の具体的な設定値は、応動
遅れが系統に及ぼす影響等や測定精度との関
連性も踏まえたうえで、検討する必要があるので
はないか。



10（参考）イギリスにおける調定率の設定の例

【周波数偏差に応じた出力変化量の規定例】

◼ イギリスの事前審査において実施されている周波数変動に応じた出力変化量に関する審査は以下の通り。

◼ 周波数の変化に応じた出力変化量が定められており、一定の許容範囲内で応動可能かどうか審査している。

出所）National Grid “Firm Frequency Response (FFR)  Test Guidance V14”
https://www.nationalgrideso.com/industry-information/balancing-services/frequency-response-services/firm-frequency-response-ffr?how-to-participate

https://www.nationalgrideso.com/industry-information/balancing-services/frequency-response-services/firm-frequency-response-ffr?how-to-participate


11（参考）イギリスにおける一次に関する遅れ時間の設定例

◼ イギリスにおける遅れ時間の設定例は以下の通り。

◼ 周波数偏差の検知後、一定の遅れ時間（イギリスでは２秒以内）を許容した上で周波数偏差に応じて速やかに
応動することを求めている。

出所）National Grid “Firm Frequency Response (FFR)  Test Guidance V14”
https://www.nationalgrideso.com/industry-information/balancing-services/frequency-response-services/firm-frequency-response-ffr?how-to-participate

【応動遅れの設定例】

応動遅れ

https://www.nationalgrideso.com/industry-information/balancing-services/frequency-response-services/firm-frequency-response-ffr?how-to-participate


12（参考）現行のGFに対して要求されている調定率の考え方

出所）第19回 需給調整市場検討小委員会（2020.9.29）資料2-2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html


13（参考）現行のGFに対して要求されている応動の要件

出所）第19回 需給調整市場検討小委員会（2020.9.29）資料2-2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html


14一次の技術要件に係る海外事例の調査結果（応動に関する要件）②

【応動に関する海外事例調査結果】 調査対象国：米（PJM）、英、仏、独

◼ 一次の変化速度に関しては、多くの国で要件として規定していない一方で、事前審査において模擬信号への追従
性を確認する等により、周波数偏差に対する応動の追従性を確認している。

項目 海外事例調査結果 得られた示唆・検討の方向性

変化速度

• 複数の国で周波数偏差の模擬信号を設
定した上で、これに追従した応動が可能か
どうかについて確認（3/4か国）

✓ 事前審査において、試験信号を発信し、
それぞれの周波数偏差に対し、応動の
追従性を確認（英）

✓ 事前審査において、応動の理論値を設
定し、これに応じた応動が可能かどうかに
ついて確認（独）

✓ 事前に定めた理論値に沿った応動が可
能かどうかを確認（米）

• 応動から算出した推定値と実際の応動を
比較し、20％以上の乖離が生じた場合、
ペナルティの対象とする（仏）

• 一次は、自端で周波数偏差を検知して調定率に
基づいて応動することを要求しているため、リソース
の供出電力の変化速度は系統周波数の変化速
度に従うこととなる。このため、異常時等の周波数
偏差に応じた応動に関する理論信号等を設定し
たうえで、これに追随した応動が可能かどうかについ
て、応動の遅れ時間等も含め、事前審査等で確
認することで、必要な変化速度を有しているとみ
なせるのではないか。（変化速度の規定は不要
ではないか）



15（参考）ドイツの事前審査において確認している一次に関する応動時間等の詳細について

◼ ドイツにおける応動に関する事前審査の内容は以下の通り。

◼ 落札時間内では、応動時間（以下図「PCP」部分）において一定の遅れ時間を許容した上で応動し、周波数偏
差から算出された要求される応動の理論値と実際の応動が整合しているかどうかについて確認している。

【遅れ時間の設定例】

理論値に追随した
応動を要求

遅れ時間

出所）Handboek_FCR_voor_BSPs_-_EN_version.pdf（Tennet）
https://www.tennet.eu/electricity-market/ancillary-services/fcr-documents/

https://www.tennet.eu/electricity-market/ancillary-services/fcr-documents/


16（参考）フランスにおける一次の応動に関するアセスメントについて①

◼ フランスにおけるPraimary Contorol（R1）の応動評価（アセスメント）は以下の通り。

◼ 応動実績から算出した推定値（Gain est）と契約で定めた応動（Gain eng）が合致しているかを確認し、その差
異が一定幅（20％）を超過した場合はペナルティが課される。

出所）第20回 需給調整市場検討小委員会（2020.12.11）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html


17（参考）フランスにおける一次の応動に関するアセスメントについて②

出所）第20回 需給調整市場検討小委員会（2020.12.11）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html


18一次の技術要件に係る海外事例の調査結果（異常時の応動に関する要件）①

【異常時の応動関する海外事例調査結果】 調査対象国：米（PJM）、英、仏、独

項目 海外事例調査結果 得られた示唆・検討の方向性

周波数低下
時の応動

• 全ての国で電源脱落等による異常時に対して、
平常時と異なる応動の要件が定められている。
（4/4か国）

✓ 0.2Hz以上の周波数低下時は15秒以内
に50%以上、30秒以内に100%供出
(独)

✓ 3GW以上の電源脱落時は15秒以内に
50%以上、30秒以内に100%供出(仏)

• また、複数の国で、異常時における継続時間
に関する要件が定められている。（2/4か国）
✓ 異常時には30分間、もしくは系統の目標周

波数への復帰のいずれか短い方の時間で、
所定の出力を速やかに供出する（英）

✓ 異常時には約定量の最大量を最低30分
間継続して出力する（独）

• 日本でも周波数が著しく低下した場合に速やか
に系統周波数を回復する機能を一次に求めて
いることから、異常時の応動要件について検討
する必要があるのではないか。また、検討にあ
たっては、商品要件の応動時間・継続時間との
関係について再確認が必要。

• また、異常時の応動を求める基準を定めておく
必要があるのではないか。その際、参入が予想
されるリソース毎に、その特性を鑑みた設定等も
検討してはどうか。

◼ 調査を行った全ての国・地域において、一次は電源脱落時等の異常時において周波数低下を抑制する役割を担っ
ており、こうした異常時における応動について、その詳細が定められている。また、平常時と同様に調定率に応じた応
動を要求している一方で、継続時間については約定量の最大量を一定時間継続することが求められている。

◼ GF幅については、一部の国においてGFに対して一定の容量確保を求めている事例があるものの、出力幅の制限を
要件として求めている国は無い。



19一次の技術要件に係る海外事例の調査結果（異常時の応動に関する要件）②

項目 海外事例調査結果 得られた示唆・検討の方向性

周波数
変動補償

• 上記の国において、電源脱落時にリソースが出
力の引き戻しを起こさないよう、一次の応動を
補償するべき等の要件（周波数変動補償）
は確認できなかった。

• 調定率に基づく応動を要件とすると、周波数が
基準値より低下している状態においては、出力
の供出が求められていることと同義であるため、
周波数変動補償自体を技術要件として設定
する必要は無いのではないか。

• なお、LFC・EDC制御に基づく引き戻しが生じる
リソースについては、現状の日本における火力電
源の大半が該当することから、周波数変動補
償機能が具備されていることをもって、調定率
に基づく応動に関する要件を満たしているとみ
なすこととしてもよいのではないか。

一次の出力
幅の制限
（GF幅）

• リソースに対してGFの出力可能量について制
限を設けている国は無い。（4/4か国）

• グリッドコードにおいてGFの容量を一定程度確
保している。（英）

• 各国ともにGFの出力幅に関する規定は設定さ
れておらず、GFの供出可能量は市場参加者が
判断していると考えられることから、GFの出力幅
に制限を持たせる要件は設定する必要はない
のではないか。



20（参考）フランスにおける一次に関する異常時の応動

◼ フランスでは異常時における応動として、一定容量以上の電源脱落（3,000MW）が生じた際の応動の要件を定
めている。

3,000MWの電源
脱落が生じた場合の
RTEによる周波数

変動のシミュレーション

出所）第20回 需給調整市場検討小委員会（2020.12.11）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html


21（参考）イギリスにおける一次相当に関する継続時間の考え方

◼ イギリスでは、FFR Secondary（一次相当の低速商品）の事前審査において、周波数が一定の閾値まで到達し
た場合に、約定量の最大値で30分間応動可能かどうかについて審査している。

出所）National Grid “Firm Frequency Response (FFR)  Test Guidance V14”
https://www.nationalgrideso.com/industry-information/balancing-services/frequency-response-services/firm-frequency-response-ffr?how-to-participate

【イギリスにおける継続時間の考え方】

https://www.nationalgrideso.com/industry-information/balancing-services/frequency-response-services/firm-frequency-response-ffr?how-to-participate


22（参考）ドイツにおける一次に関する異常時の応動に関する規定について

◼ ドイツでは、周波数偏差が一定の閾値を超えた場合、PCR（一次相当）の応動について、約定量の最大量を最低
30分間供出する必要がある点が定められている。

【異常時におけるPCR（一次相当）の応動】

出所）Prequalification Process for Balancing Service Providers(FCR, aFRR, mFRR) in Germany 
https://www.regelleistung.net/ext/static/prequalification?lang=en

https://www.regelleistung.net/ext/static/prequalification?lang=en


23

日本(現行) イギリス ドイツ フランス アメリカ

対象TSO 一般送配電事業者 National Grid
Amprion, Transnet, 

50Hertz,TenneT
RTE PJM

商品 -
Firm Frequency

Response
Primary Control 

Reserve
Primary Control

（FCR）
Primary Frequency 

Response

周波数計測
• 自端で周波数を検知 • 自端で周波数を検知

• 0.1秒毎に計測し、許
容誤差は±10mHz

•自端で周波数を検知
•許容誤差は±10mHz

• 自端で周波数を検知
• 許容誤差は±10mHz

• 自端で周波数を検知
• 1/30秒毎に計測

GF出力幅(kW)の
確保

• 10万kW以上の発電
機に対し、定格の3～
5%をGF幅として確保

（設定無し）
※ただし、10MW以上もしく
110kV以上で系統接続したリ
ソースに一定の容量の確保を
要求

（設定無し） （設定無し） （設定無し）

調定率 • 5%以下 • 3～5% • 2～5% • 5% • 5%未満

不感帯の設定 • 設定なし • ±0.015Hz • ±0.01Hz • ±0.01Hz • ±0.036Hz

応動開始の
遅れ時間

• 設定なし • 不感帯を超えた周波数
変動が生じた場合は2
秒以上の遅れなく応動
すること

（慣性がないリソースの
場合は1秒)

• 周波数偏差の検知後、
2秒以内に応動開始す
ること

• 周波数偏差の検知後
速やかに応動すること

• 不感帯を超えた周波数
変動が生じた場合は速
やかに応動を開始するこ
と（遅れ時間の設定無
し）

電源脱落等による
周波数低下時の
応答

• 周波数変動補償機能
により中給から別の指令
信号を受けた場合も、
GF応動の応動を継続

• 異常時には30分間、も
しくは系統の目標周波
数への復帰のいずれか
短い方の時間で、所定
の出力を供出する

• 周波数が0.2Hz以上
低下した場合、落札量
のうち、15秒以内に
50%以上、30秒以内
に100%を供出

• 3GW以上の電源脱落
が発生した場合、落札
量のうち、15秒以内に
50%以上、30秒以内
に100%を供出

• 系統周波数が不感帯
域に戻るまで応動を持
続することが必要

（参考）諸外国の需給調整市場における一次相当の技術要件

◼ 今回実施した一次の技術要件に関する海外事例調査の結果は以下の通り



24二次①の技術要件に係る海外事例の調査および結果から得られた示唆・方向性（信
号への追従性に関する要件）

【信号への追従性に関する海外事例調査結果】 調査対象国：米（PJM）、英、仏、独

◼ 二次①に関する海外事例調査結果および、今後の検討の方向性は次の通り。

◼ 二次相当の商品については、いずれの国・地域においても、中給からの指令信号への追従が求められており、また、
短周期の周波数変動の調整を担っていることから、応動遅れに関する技術要件が規定されている。

項目 海外事例調査結果 得られた示唆・検討の方向性（案）

指令信号への
追従

• 全ての国で中給からの指令信号への追従が求
められる（4/4か国）

• 日本においても、エリア毎の時々刻々と変動す
る周波数と連系線潮流の偏差から算出される
AR値を基に発信されるLFC信号への追従を求
めることを要件として設定することとしてはどうか。

応動遅れ

• 複数の国で、指令信号受信後、一定の遅れ
時間を設けた上で速やかな応動の開始を規定
(3/4か国)

✓ 指令受信後、２分以内の応動開始（英）

✓ 応動開始時間の理論値と実績値の乖離が
30秒以内であること（独）

✓ 10秒毎に、信号に追従した場合の推定値と
応動実績を比較し、評価（遅れ時間が10
秒までは約定金額の減額が無く、遅れ時間
10秒を許容することと同義）（米）

• 二次①は、LFC信号に速やかに反応することが
求められることから、応動遅れに関する具体的
な閾値の設定を検討する必要があるのではな
いか。

• また、上記の点は事前審査、アセスメントの手
法とも関連することから、これらを踏まえて検討
する必要があるのではないか。



25（参考）アメリカPJMにおける二次相当に関する応動評価について

◼ アメリカにおけるRegulation（二次相当）の応動に関するアセスメントの方法は以下の通り。

◼ 10秒までの応動遅延を許容した上で、「信号への追従性」「遅れ時間」「応動の正確性」について、評価を点数化
（Performance score）した上で、アセスメントを実施している。

【アメリカPJMにおけるRegulation（二次相当）に関する遅れ時間の考え方】

出所）PJM“Performance Scoring”
https://www.pjm.com/~/media/committees-groups/task-forces/rmistf/20160413/20160413-item-02-performance-scoring.ashx

https://www.pjm.com/~/media/committees-groups/task-forces/rmistf/20160413/20160413-item-02-performance-scoring.ashx


26（参考）ドイツにおける二次相当に関する遅れ時間の設定例

◼ ドイツにおけるSecondary Control Reserve（aFRR 二次相当）では、指令受信時点から供出開始までに30
秒の遅れ時間を許容しており、これを超過するリソースの市場への応札は不可として規定されている。

遅れ時間

出所）Prequalification Process for Balancing Service Providers(FCR, aFRR, mFRR) in Germany 
https://www.regelleistung.net/ext/static/prequalification?lang=en

https://www.regelleistung.net/ext/static/prequalification?lang=en


27（参考）現行のＬＦＣに対して要求されている指令への追従性に関する要件

出所）第19回 需給調整市場検討小委員会（2020.9.29）資料2-2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html


28二次①の技術要件に係る海外事例の調査および結果から得られた示唆・方向性（応
動に関する要件）

【応動に関する海外事例調査結果】 調査対象国：米（PJM）、英、仏、独

項目 海外事例調査結果 得られた示唆・検討の方向性（案）

変化速度・
中間点

• 複数の国において、応動における変化速度に
関する規定を設定（２/4か国）

✓ 指令信号から算出した最大値および最小
値により応動可能域を設定し、応動時間に
おいては、最小値から逸脱した場合、ペナル
ティを課す（独）

✓ 事前審査において、一定時間内で契約値
から算出された応動可能領域内での応動が
可能であることを確認（仏）

• 二次①は、時々刻々と変動する周波数と連系
線潮流の偏差から算出されるAR値を基に数秒
周期で発信されるLFC信号に速やかに反応す
ることが求められることから、こうした信号への追
従性を確認するにあたっては、異常時の応動も
含め、遅れ時間を許容した上で、変化速度等
の要件を設定し、事前審査等でその追従性を
確認する必要があるのではないか。

• なお、蓄電池等の離散制御型のリソース等の
参入も想定されることから、商品要件における
応動時間（5分間）の定義の再確認を踏まえ、
中間点（線）を検討する必要があるのではな
いか。

二次①の出
力幅の制限
（LFC幅）

• リソースに対してLFCの出力可能量について制
限を設けている国は無い。（4/4か国）

• 各国ともに二次①の供出可能量は市場参加者
が判断していると考えられることから、出力幅に
制限を持たせる要件は設定する必要はないの
ではないか。

◼ 応動に関する要件について、LFC信号への追従性が全ての国で設定されていることから、複数の国で事前審査にお
いて、理論値への追従性や中間点（線）以上の速度での応動が求められている。

◼ LFC幅については、出力幅の制限を要件として求めている国は無い。



29（参考）ドイツにおける二次相当に関する変化速度の考え方

◼ ドイツにおけるSecondary Control Reserve（二次相当）では、事前審査において変化速度について確認して
おり、指令から一定の遅れ時間を許容し、応動可能な閾値を設定した上で、応動時間の最低値（図中「UGT」）
を下回る場合、ペナルティ（図中の紫色部分）が課される。

出所）Neue SRL-Abrechnung - Vorkonsultation_02_2018
https://www.regelleistung.net/ext/static/consultation-srl-settlement-2018-02

【ドイツにおけるSecondary Control Reserve（二次相当）に関する変化速度の考え方】

https://www.regelleistung.net/ext/static/consultation-srl-settlement-2018-02


30（参考）現在のＬＦＣ運用で求めている内容

出所）第19回 需給調整市場検討小委員会（2020.9.29）資料2-2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html


31（参考）ＬＦＣ機能に関する系統連系技術要件

出所）第19回 需給調整市場検討小委員会（2020.9.29）資料2-2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html


32（参考）諸外国の需給調整市場における二次①相当の技術要件

◼ 今回実施した二次①相当の技術要件に関する海外事例調査の結果は以下の通り。

日本(現行) イギリス ドイツ フランス アメリカ

対象TSO 一般送配電事業者 National Grid
Amprion, Transnet, 

50Hertz,TenneT
RTE PJM

商品 -
Fast

Reserve
Secondary Control 

Reserve
Secondary Control

Regulation
（Reg A）

指令追従
• 中給から発信される
LFC信号へ追従

• National Gridから
発信される指令信号
に追従

• 各TSOから発信される
指令信号に追従

• RTEから発信される指
令信号に追従

• PJMから2秒周期で発
信される信号に追従

• 伝送遅延10秒許容

応動開始遅れ

• 設定なし • 指令後2分以内に応
動開始すること
(応動時間:5分)

• 理論値と実出力に30
秒以上の差がないこと
(応動時間:5分)

• 60秒後には提供開始
すること
(応動時間:400秒)

• 10秒間隔で応答遅延
を定量化し、10秒以上
の遅れはﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽｽｺｱ
の一部として評価し、ペ
ナルティ対象

変化速度・中間点

• 5%/分以上
(GT及びGTCC)

• 1%/分以上(その他)

・25MW/分以上 • 事前審査時に、契約
値から一定の許容範
囲を設け、変化速度の
閾値の中での応動を
要求

• 事前審査時に、契約
値から一定の許容範
囲を設け、変化速度
の閾値の中での応動
を要求

• PJMに提出したランピン
グレートで出力を増減

継続時間 • 30分以上 ・30分 • 10分 • 30分 • 追従性を確認

LFC幅 • 5%以上 • 設定無し • 設定無し • 設定無し • 設定無し
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一次相当の技術要件 二次相当の技術要件

欧米における一次・二次相当の商品における技術要件の設定について

＜発電機の例＞

Ｇ

周波数計測

系統タービン

自端制御

周波数低下時の応動
(応動時間・継続時間等)

電源
脱落

◼ 海外調査にて判明した、一次および二次相当の商品における技術要件の設定に関する詳細は以下の通り。

M

t

Hz

t

Hz

不感帯

t

遅れ時間

ボイラ

蒸気
加減弁

ガバナ

Hz

t

調定率

Hz

％

指令
信号

電源
脱落

中給

周波数低下時の応動
(応動時間・継続時間等)

t

Hz

時間

遅れ時間

t

指令信号への追従

指令

変化速度・中間点

t

t

・・・



34目次

1. 海外市場における技術要件および調査から得られる示唆

2. 海外調査からの示唆および各商品が対応する事象を踏まえた
技術要件等の設定について

3. まとめ



35一次および二次①、②が対応する事象について

時間内変動、電
源脱落に対する
商品

予測誤差に対す
る商品

事象
調整力の商品区分

一次 二次① 二次② 三次①

イメージ

残余需要の予測誤差

残余需要の時間内変動

電源脱落

商品の
主な要件

指令・制御
オフライン

（自端制御）
オンライン

(LFC信号)
オンライン

(EDC信号)
オンライン

（EDC信号）

応動時間 10秒以内 5分以内 15分以内

継続時間 5分以上 30分以上 商品ブロック時間(3h)

並列要否 必須 必須 任意 任意

指令間隔 －（自端制御） 0.5～数十秒 1～数分 1～数分

供出可能量
(入札量上限)

10秒以内に
出力変化可能な量

5分以内に
出力変化可能な量

5分以内に
出力変化可能な量

15分以内に
出力変化可能な量

対象

対象

対象 対象

◼ 調整力が対応する事象について、一次、二次①は、平常時における時々刻々と変動する需要と供給の誤差（時
間内変動）の調整に加え、電源脱落等の予測不能な異常時の周波数回復や需給バランス回復を担っており、また、
二次②は小売電気事業者が策定した需要計画と需要実績のGC以降の誤差、および再エネ出力予測と実績の
GC以降の誤差（予測誤差）を調整する役割を担うことになる。



36（参考）調整力で対応する事象（一次～三次①）

出所）第14回 需給調整市場検討小委員会（2019.11.5）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_14_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_14_haifu.html


37（参考）電源脱落等の事故時に一次および二次①に求められる応動

出所）第14回 需給調整市場検討小委員会（2019.11.5）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_14_haifu.html

◼ 一次および二次①は、系統への常時並列が必須となり、電源脱落等の事故時においては優先して調整力を供出す
ることが求められる。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_14_haifu.html


38一次および二次①、②の応動の考え方について

出所）第7回制度検討作業部会（2017.6.6）資料３
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/007_03_00.pdf

◼ 一次、二次①は時々刻々と変動する需給バランスの誤差を調整するのに対し、二次②は数十分先に発生が予想さ
れる需要予測誤差や、再エネ予測誤差といった需給バランスの不一致を調整する役割を担っており、他方、その応
動については、一次は自端制御、二次①および二次②は各一般送配電事業者が算出・指令するLFC信号および
EDC信号に基づいて応動する商品となる。

◼ このため、一次は自端で周波数偏差を検知し、応動するための要件を整理するとともに、二次①、②については各一
般送配電事業者が指令する信号に追従し、応動するための要件を整理する必要があるのではないか。

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/007_03_00.pdf


39
（参考）需給調整市場における商品の要件(簡易指令システムが中給システムに接続された場合)

※1 簡易指令システムと中給システムの接続可否について、サイバーセキュリティの観点から国で検討中のため、これを踏まえて改めて検討。
※2 事後に数値データを提供する必要有り（データの取得方法、提供方法等については今後検討）。
※3 沖縄エリアはエリア固有事情を踏まえて個別に設定。
※4 中給システムと簡易指令システムの接続が可能となった場合においても、監視の通信プロトコルや監視間隔等については、別途検討が必要。
※5 30分を最大として、事業者が収集している周期と合わせることも許容。
※6 簡易指令システムの指令間隔は広域需給調整システムの計算周期となるため当面は15分。

一次調整力 二次調整力① 二次調整力② 三次調整力① 三次調整力②

英呼称
Frequency Containment

Reserve
(FCR)

Synchronized
Frequency Restoration

Reserve
(S-FRR)

Frequency Restoration
Reserve
(FRR)

Replacement
Reserve

(RR)

Replacement
Reserve-for FIT

(RR-FIT)

指令・制御
オフライン

（自端制御）
オンライン

（LFC信号）
オンライン

(EDC信号)
オンライン

(EDC信号)
オンライン

監視
オンライン

（一部オフラインも可※２）
オンライン オンライン オンライン オンライン

回線 専用線※1

（監視がオフラインの場合は不要）
専用線※1 専用線※1 専用線 または

簡易指令システム
専用線 または

簡易指令システム

応動時間 10秒以内 5分以内 5分以内 15分以内※3 45分以内

継続時間 5分以上※3 30分以上 30分以上 商品ブロック時間(3時間) 商品ブロック時間(3時間)

並列要否 必須 必須 任意 任意 任意

指令間隔 －（自端制御） 0.5～数十秒※4 数秒～数分※4 専用線：数秒～数分
簡易指令システム：５分※6 30分

監視間隔 1～数秒※2 1～5秒程度※4 1～5秒程度※4 専用線：1～5秒程度
簡易指令システム：1分

1～30分※5

供出可能量
(入札量上限)

10秒以内に
出力変化可能な量
（機器性能上のGF幅
を上限）

5分以内に
出力変化可能な量
（機器性能上のLFC幅
を上限）

5分以内に
出力変化可能な量
（オンラインで調整可能
な幅を上限）

15分以内に
出力変化可能な量
（オンラインで調整可能
な幅を上限）

45分以内に
出力変化可能な量
（オンライン(簡易指令
システムも含む）で調整
可能な幅を上限）

最低入札量 5ＭＷ
（監視がオフラインの場合は1MW）

5MW※1,4 5MW※1,4 専用線：５MW
簡易指令システム：１ＭＷ

専用線：５MW
簡易指令システム：１ＭＷ

刻み幅（入札単位） 1kW 1kW 1kW 1kW 1kW

上げ下げ区分 上げ／下げ 上げ／下げ 上げ／下げ 上げ／下げ 上げ／下げ



一次の技術要件等に関する整理



41周波数偏差を自端で検知した場合の応動の考え方について 一次 二次① 二次②

周波数検知および調定率による応動のイメージ

【調定率に応じた応動】

【応動イメージ】

出所）第3回 需給調整市場検討小委員会（2018.4.27）資料5-2-1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html

供出時間(＝落札した時間帯)

調整力出力10秒以内

周波数変動に応じ、
絶えず出力変化

t

◼ 一次は周波数の偏差を検知して応動する必要があることから、周波数計測に必要な技術要件（計測誤差、間隔
等）を設定するとともに、国際規格等の標準規格も参考に、これらの計測に必要な周波数計測器の規格について
も検討する必要があるのではないか。

◼ また、一次は周波数偏差を検知し、自端でリソースの出力を制御する必要があることから、周波数偏差に応じた出
力変化率（調定率）を定めたうえで、平常時や電源脱落時の応動に関する考え方について整理することとしてはど
うか。なお、微細な周波数偏差における応動による発電機等への負荷軽減等に関するニーズがある場合においては、
調定率に不感帯を設けることを許容してもよいのではないか。

【周波数変動】

時間

Hz 計測間隔

計測許容誤差

調定率

0.4 0.6 0.8‐0.2‐0.4‐0.6‐0.8 0.2

15%

10%

5%

‐10%

‐15%

‐5%

周波数偏差

出力
変化量

応動

不感帯

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html


42調定率による応動に関する詳細要件の設定について 一次 二次① 二次②

出所）第3回 需給調整市場検討小委員会（2018.4.27）資料5-2-1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html

調定率による応動の詳細イメージ

出力

時間

調定率から
定められる出力

計測間隔：短い間隔 遅れ時間

拡大

◼ 一次は、極短周期成分の変動に対応する商品であることから、周波数偏差の検知後、速やかに出力を変化させる
ことが求められるが、火力発電機等のリソースについては、周波数検知後、出力の増加減が行われるまでに一定の時
間（遅れ時間）を要する。

◼ また、リソースの出力は調定率に基づいて応動することが求められるため、その出力変化速度は周波数の変化速度に
従うことになる。このため計測間隔を一定程度短くすることで、リソースの応動は周波数との同期性が高まる。

◼ 以上を踏まえ、一次の応動については、調定率に応じた応動を技術要件として要求したうえで、遅れ時間や周波数
の計測間隔、不感帯等を適切に設定することで、出力変化速度に関する要件は設定を不要と整理できるのではな
いか。

◼ なお、こうした遅れ時間等の設定値については、現状の日本の周波数時間滞在率が標準周波数±0.1Hz以内に
概ね99%以上に収まっている点も鑑み、周波数の計測誤差も含め、既存電源の設定値を参照しつつ、海外事例
等も踏まえて、設定することとしてはどうか。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html


43（参考）日本における周波数調整目標および実績について 一次 二次① 二次②

出所）第19回 需給調整市場検討小委員会（2020.9.29）資料2-2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html


44電源脱落時等の異常時に求められる一次の応動について 一次 二次① 二次②

電源脱落等の異常時における応動イメージ

出所）第3回 需給調整市場検討小委員会（2018.4.27）資料5-2-1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html

電源
脱落

出力

周波数

設定値

（設定値を超えて周波数が低下）

時間

時間

落札したΔkW
の最大容量

落札したΔkWの最大容量
を速やかに供出・継続

◼ 平常時における一次の応動は、落札ブロック期間を通じて、極短周期の周波数変動を自端で検知して、調定率に
応じてリソースの出力増減を繰り返し行うこととなるが、他方で、一次は、電源脱落発生時等の異常時において周波
数低下を抑制する機能も担っていることから、落札ブロック期間内において急激な周波数低下を検知した場合には、
その周波数低下を抑制し、更に基準周波数に回復させる応動が求められる。

◼ このため、電源脱落発生等により一定以上の周波数低下を検知した場合においては、周波数の回復に向けて、落
札ΔkWの最大供出量を可能な限り速やかに供出し、また、基準周波数に回復するまでの一定期間において、落
札したΔkWの最大容量を継続して供出することが求められる。

◼ 現状の一次に関する商品要件のうち、応動時間および継続時間については、こうした異常時に求められる応動の考
え方を踏まえて設定されたものとなる。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html


45異常時の応動を踏まえた商品要件における応動時間の
考え方について 一次 二次① 二次②

◼ 一次の商品要件における応動時間（10秒）※は、応動時間以内に全てのGFが最大量を供出すれば、一定規模
の電源脱落等を除き負荷遮断等を実施することなく周波数が基準周波数に回復可能であることを踏まえたうえで設
定されたものである。このことから一次における応動時間に関する考え方は、電源脱落等による周波数低下時にお
いて、落札したΔkWの最大量を供出するまでの時間となる。

◼ なお、上記の応動を要求する周波数の設定値については、一次の応動時間を検討する際に想定した事象等も踏ま
えて検討する必要があるのではないか。

◼ また、応動時間（10秒）以内に全ての一次のΔkW最大量が供出されることで周波数が回復することを踏まえると、
中間点など応動時間より短い時点での目標値の設定は不要と考えてよいのではないか。

電源脱落等の異常時における応動（応動時間）

出所）第3回 需給調整市場検討小委員会（2018.4.27）資料5-2-1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html

拡大
出力

周波数

設定値

（設定値を超えて周波数が低下）

落札したΔkWの
最大容量

時間

応動時間（10秒以内）※

時間

※応動時間の起点はアセスメントとあわせて今後検討する。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html


46異常時の応動を踏まえた商品要件における継続時間の
考え方について 一次 二次① 二次②

電源脱落等の異常時における応動（継続時間）

出所）第3回 需給調整市場検討小委員会（2018.4.27）資料5-2-1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html

拡大出力

周波数

設定値

（周波数低下の継続）

時間

時間

落札したΔkWの
最大容量を継続

継続時間（5分以上）※

後続商品への
持ち替え

◼ 一次の商品要件における継続時間（5分以上）※は、電源脱落等による周波数低下が一定時間継続した場合
において、後続で発動する二次①へ出力を持ち替えることを念頭に、二次①の応動時間と合わせて設定している。

◼ このことから、一次における継続時間に関する考え方については、電源脱落等による周波数低下時において、落札
したΔkWの最大量を継続的に供出し続ける時間となる。

◼ なお、電源脱落等による周波数低下は、全ての事例において周波数低下の設定値を逸脱する状態が5分以上継
続するわけではないことから、５分以内に周波数が回復した場合においては、平常時と同様に、調定率に応じた応
動に戻ることは問題とならないと考えられるのではないか。

※継続時間の起点はアセスメントとあわせて今後検討する。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html


47（参考）一次に関する応動時間および継続時間に関する
設定値の考え方について 一次 二次① 二次②

出所）第3回 需給調整市場検討小委員会（2018.4.27）資料5-2-1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html


48周波数変動補償機能に関する考え方について 一次 二次① 二次②

◼ 現状、系統連系技術要件において、一定規模以上の火力発電機に対して、周波数が低下した場合に発電機出
力の引き戻しを防止するために周波数変動補償機能の具備を求めている。

◼ 他方で、一次は調定率に基づく応動を技術要件とすることで、周波数が基準値より低下している状態においては
ΔkWの供出が求められること、また、市場へ参入が期待される新たなリソース（DR、蓄電池等）については、こうし
た機能の具備がなされていないことが想定され、周波数変動補償機能の具備を技術要件にすると、新たなリソースに
対する参入障壁となりうることから、周波数変動補償機能を技術要件として設定しないこととしてはどうか。

◼ なお、現状の日本における一定規模以上の火力発電機は、系統連系技術要件によりLFCやEDC制御の具備もあ
わせて求められており、周波数が基準値より低下した場合であっても、 LFCやEDC指令値への引き戻しにより、調定
率とは異なる応動を行う可能性がある。ただし、現状は、このような引き戻しが生じる火力発電機が日本における調
整力の大宗を占めていることも踏まえ、こうしたリソースについては、周波数変動補償機能が具備されていることを
もって、調定率に基づく応動に関する要件を満たしているとみなすこととしてはどうか。



49（参考）日本における現行のＧＦ機能において求めている要件

出所）第19回 需給調整市場検討小委員会（2020.9.29）資料2-2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html

一次 二次① 二次②

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html


50GF幅について 一次 二次① 二次②

出所）第19回 需給調整市場検討小委員会（2020.9.29）資料2-2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html

◼ 現状、系統連系技術要件において一定規模以上の火力発電機に対して、GF幅を規定しているが、市場で取り扱
う商品としては、前述の異常時に供出可能なΔkW最大値等の要件に基づき、事業者が応札ΔkWを自ら設定す
るものであると考えられるため、GF幅を一次に関する技術要件とする必要は無いのではないか。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html


51

◼ 以上を踏まえ、一次に関する技術要件について今後整理が必要な事項は以下の通りとなるのではないか。

一次における応動に関する要件の詳細について 一次 二次① 二次②

一次における応動と今後整理が必要な技術要件

【異常時：応動時間（10秒）内に落札量を供出】【平常時：調定率に応じた応動】

【周波数計測】

時間

周波数 計測間隔

設定値

計測誤差

出
力 遅れ時間

調定率から定められる出力

調定率

時間
供出時間(＝落札した時間帯)

調整力
出力

10秒以内

ΔkW

約定量

応動時間 継続時間

電源
脱落

不感帯

：今後整理が必要な事項



二次①の技術要件等に関する整理



53二次①の応動の考え方について 二次①一次 二次②

◼ 二次①は、平常時において時々刻々と変動する需要と供給の誤差に対する調整に加え、電源脱落等の予測不能
な異常時の周波数あるいは需給バランス回復の役割を担うことになるが、一次が自端制御であることとは異なり、一
般送配電事業者の中給システムがエリアの制御量であるARを基に算出し、発信されるLFC信号に追従した応動が
求められる。

◼ また現状は、各一般送配電事業者の中給システム仕様が異なるため、実応動値かパルス、あるいは指令間隔につ
いてもLFCとEDCの信号が重畳して発信するエリアがある等、一般送配電事業者毎のシステム仕様に対応する必
要があるため、それらへの対応方法について規定する必要がある。

◼ なお、このエリアによる指令方法の違いについては、将来的には、各一般送配電事業者が有する中給システムの仕
様統一を図ることにより是正する方向性が、第18回需給調整市場検討小委員会において一般送配電事業者から
示されている。



54（参考）LFC/EDCの指令の発信方法について 二次①一次 二次②

出所）第17回 需給調整市場検討小委員会（2020.6.12）資料2-1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_17_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_17_haifu.html


55二次①におけるLFC信号に応じた応動の詳細について 二次①一次 二次②

LFC信号に追従した応動のイメージ

出所）第3回 需給調整市場検討小委員会（2018.4.27）資料5-2-1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html

【応動イメージ】

拡大

【LFC信号】

時間

指令

出力

時間

遅れ時間

指令追従

◼ 二次①は、平常時においては、エリア毎に時々刻々と数秒単位で変動する需要と供給の誤差を調整する役割を
担っていることから、落札ブロック期間を通じて、中給システムから数秒周期で発信されるLFC信号を受信後、可能な
限り速やかに系統に対して出力を供出することが求められる。他方で、火力発電機等の同期電源は、信号の受信
後、一定時間の経過（遅れ時間）後に系統に出力を供出することとなる。

◼ このため、二次①についても、遅れ時間を技術要件として設定することとした上で、後述する異常時における応動の
考え方とあわせて、事前審査、アセスメント等でLFC信号への追従性を確認することを前提に、二次①に関する定
量的な変化速度は技術要件として設定しないこととしてはどうか。

◼ なお、商品要件における応動時間は、一般送配電事業者が指令を発信してからリソースの出力が指令値に到達す
るまでの時間と定義している。このため、遅れ時間については、伝送に要する時間や、リソースの出力が指令値に到達
するに要する時間も踏まえ、設定することとしてはどうか。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html


56二次①一次 二次②
異常時の応動を踏まえた商品要件における応動時間の
考え方について

電源脱落等の異常時における応動（応動時間）

出所）第3回 需給調整市場検討小委員会（2018.4.27）資料5-2-1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html

【応動イメージ】

電源
脱落

拡大

落札したΔkWの
最大容量

【LFC信号】

時間

指令

出力

応動時間（5分以内）※

電源脱落

指令追従

リソースの応動

時間

時間

出力

中間線

遅れ時間

ΔkW
約定量

応動時間

離散制御リソース(蓄電池等)

変化速度のあるリソース

◼ 二次①は、電源脱落等による周波数の急激な低下等の異常時において、周波数の回復に向けて一次から持ち替
え対象となる等の役割を担っていることから、一次と同様に、こうした異常時には、落札されたΔkWの最大値がLFC
指令値として発信されることとなる。

◼ このため、二次①の応動時間（５分以内）※は、こうした異常時における落札ΔkW最大値を供出するための
LFC信号の受信時において、落札されたリソースが指令値に到達するまでの時間として設定されたものとなる。

◼ なお、電源脱落等による周波数の急激な低下に対応するためのLFC信号を受信してから、ΔkW最大値に到達する
までのリソースの応動については、今後、離散制御を行う蓄電池が市場参入することが想定されることも踏まえて、中
間点（線）を設定するなどの何らかの規定を設ける必要があるのではないか。

※応動時間の起点はアセスメントとあわせて今後検討する。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html


57二次①一次 二次②
異常時の応動を踏まえた商品要件における継続時間の
考え方について

電源脱落等の異常時における応動（継続時間）

出所）第3回 需給調整市場検討小委員会（2018.4.27）資料5-2-1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html

【応動イメージ】

拡大

電源
脱落

【LFC信号】

時間

指令

出力

時間

継続時間（30分以上）※

電源脱落

落札したΔkWの
最大容量を継続

（周波数低下の継続）

指令追従

後続商品への
持ち替え

◼ 二次①の商品要件における継続時間（30分以上）※は、電源脱落等による周波数の急激な低下等の異常時に
おいて、 後続で発動する三次①へ出力を持ち替えることを念頭に、一般送配電事業者が三次①への発動指令を
判断する時間および三次①の応動時間を含めて設定されたものである。

◼ このため、二次①の継続時間に関する考え方については、電源脱落等による周波数の急激な低下等の異常時にお
いて、落札したΔkWの最大量を三次①の追加発動が行われるまでの間、供出し続ける時間となる。

◼ なお、電源脱落等による周波数低下は、全てのケースにおいて30分以上継続するわけではないことから、30分以内
に定常状態に回復した場合においては、平常時の応動、つまりLFC指令値に応じた出力調整に戻ることは問題とな
る応動ではないと考えてよいのではないか。

※継続時間の起点はアセスメントとあわせて今後検討する。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html


58（参考）二次①に関する応動時間および継続時間に関する
設定値の考え方について 一次 二次① 二次②

出所）第3回 需給調整市場検討小委員会（2018.4.27）資料5-2-1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html


59LFC幅について 二次①一次 二次②

【系統連系技術要件（中部エリアの例）】

出所）第19回 需給調整市場検討小委員会（2020.9.29）資料2-2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html

◼ 現状、系統連系技術要件において一定規模以上の火力発電機に対して、LFC幅を規定しているが、商品として捉
えた場合、前述の異常時に供出可能なΔkW最大値等の要件に基づき、事業者が応札ΔkWを自ら設定するもの
であると考えられるため、LFC幅を二次①に関する技術要件とする必要は無いのではないか。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html


二次②の技術要件等に関する整理



61二次②の技術要件および応動に関する整理について 二次②一次 二次①

◼ 二次②は、小売電気事業者が策定した需要計画と需要実績のGC以降の誤差、および再エネ出力予測と実績の
GC以降の誤差（予測誤差）を調整する役割を担うことになり、一般送配電事業者の中給システムが将来の需要
および再エネ予測に基づき算出し、発信するEDC信号に追従した応動が求められる。

◼ これは、応動時間や継続時間の違いはあるものの、指令・制御方法および指令間隔等に関する要件は、残余需要
の予測誤差に対応するための商品である三次①と同様である。このため、二次②の応動に求める技術要件は、基
本的に三次①と同様とすることとしてはどうか。

◼ このため、二次②については個別の技術要件は設定しないこととした上で、三次①と同様の考え方に基づき、事前審
査およびアセスメント等によりその応動を確認することとしてはどうか。なお、事前審査およびアセスメントにあたっては、
三次①との応動時間や継続時間の違いも考慮した上で、その詳細を定めることとしてはどうか。
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出所）第17回 需給調整市場検討小委員会（2020.6.12）資料2-1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_17_haifu.html

（参考）三次①における事前審査およびアセスメントの詳細について① 二次②一次 二次①

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_17_haifu.html


63（参考）三次①における事前審査およびアセスメントの詳細について② 二次②一次 二次①

出所）第17回 需給調整市場検討小委員会（2020.6.12）資料2-1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_17_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_17_haifu.html


その他の技術要件等に関する整理



65事前審査等においてDSR、蓄電池等の新たなリソース向けに
個別に設定する要件の考え方について 一次 二次① 二次②

◼ 需給調整市場（一次～二次②）が開設されることで、2024年度以降は全ての商品において市場が開設されるこ
ととなり、DSRや蓄電池等の新たなリソースがその応動特性を活用して市場へ参入することが期待されている。

◼ 他方、こうしたDSRや蓄電池等の新しいリソースが調整力を供出する場合、需要家の生産設備や蓄電容量から調
整力を供出することとなり、発電機等のリソースとは異なる応動特性を有することが考えられる。

◼ 今後、需給調整市場（一次～二次②）の事前審査、アセスメント等の検討にあたっては、こうしたリソース毎の応
動特性等も考慮するとともに、新たなリソースの積極的かつ継続的な参入は、再エネ主力電源化における調整力の
確保および需給調整市場の活性化にも繋がることも踏まえ、これらのリソース向けの規定やオフライン枠の活用等につ
いて、必要に応じて国とも連携しつつ、今後検討することとしてはどうか。



66（参考）海外における蓄電池向けに個別に定められている
規定について（ドイツの事例） 一次 二次① 二次②

◼ ドイツでは蓄電池等の容量に制限があるリソースに対しては、事前審査において個別の規定（下図の事例では供出
時間の後に一定の休止期間を設けて、当該期間に充電可能とする規定を設定）を設けている事例がある。

出所）Prequalification Process for Balancing Service Providers(FCR, aFRR, mFRR) in Germany 
https://www.regelleistung.net/ext/static/prequalification?lang=en

休止時間を設定

https://www.regelleistung.net/ext/static/prequalification?lang=en
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68まとめ①

◼ 今回、海外における需給調整市場の技術要件等に関する調査を行い、海外調査結果も踏まえ、一次～二次②の
商品毎に設定が必要となる技術要件の項目等について考え方を整理した。

◼ 一次～二次②に係る技術要件の項目および考え方については以下の通りとしてはどうか。

（一次）

＜平常時＞

✓ 一次は自端制御による周波数偏差に応じた応動が求められることを踏まえ、周波数計測（計測誤差、間隔
等）、調定率、遅れ時間について技術要件の項目を設定し、その詳細な設定値について今後検討する。なお、
調定率については不感帯を許容することとし、その値については遅れ時間等とあわせて詳細検討を行う。

✓ 出力の変化速度については、周波数の計測間隔、遅れ時間、不感帯等を適切に設定することで、出力変化
速度に関する技術要件は設定しないこととする。

✓ GF幅については、異常時に供出可能なΔkW最大値に基づき事業者が応札ΔkWを自ら設定するものであると
考えられるため、技術要件としては設定しないこととする。

＜異常時＞

✓ 電源脱落等により一定以上の周波数低下が生じる異常時において、落札したΔkWの最大量を供出するまで
の時間が応動時間となり、応動時間より短い時点での目標値（中間点等）の設定は不要とする。また、周波
数低下が継続する場合、落札したΔkWの最大量を継続的に供出し続ける時間が継続時間となる。なお、異
常時としての応動を求める周波数の設定値については技術要件の詳細と併せて今後検討する。

✓ 周波数変動補償については、調定率に基づく応動を要件とすることを前提に、技術要件としては設定しないこ
ととする。なお、LFCやEDC制御による引き戻しが発生する発電機等では、周波数変動補償機能の具備を
もって、調定率に基づく応動に関する要件を満たしているとみなすこととする。



69まとめ②

（二次①）

＜平常時＞

✓ 二次①は中給システムから数秒周期で発信されるLFC信号に追従する必要があるが、LFC信号への追従にあ
たり、その遅れ時間について技術要件の項目を設定し、その詳細な設定値について今後検討することとする。な
お遅れ時間については、伝送に要する時間や出力が指令値に到達するまでに要する時間も踏まえて設定する。

✓ 出力の変化速度については、事前審査、アセスメント等でLFC信号への追従性を確認することを前提に、定量
的な変化速度は技術要件として設定しないこととする。

✓ LFC幅については、異常時に供出可能なΔkW最大値に基づき事業者が応札ΔkWを自ら設定するものである
と考えられるため、技術要件としては設定しないこととする。

＜異常時＞

✓ 電源脱落等による周波数の急激な低下等の異常時においては、落札したΔkW最大値を供出するためのLFC
信号の受信時にその出力が指令値に到達するまでの時間が応動時間となり、応動時間におけるリソースの応
動については中間点（線）などの何らかの規定を設けることとする。また、周波数低下が継続する場合、三次
①の追加発動が行われるまでの間、落札したΔkWの最大量を供出し続ける時間が継続時間となる。

（二次②）

✓ 二次②はEDC信号に追従した応動が求められ、指令・制御方法および指令間隔等に関する要件は三次①と
同様となることから、二次②の応動に求める技術要件は三次①と同様とする。このため、個別の技術要件は設
定しないこととした上で、三次①と同様の考え方に基づき、事前審査およびアセスメント等によりその応動を確認
する。



70まとめ③

（その他の技術要件等）

✓ 今後は、DSRや蓄電池等の新たなリソースがその応動特性を活用して市場へ参入することが想定されることか
ら、事前審査、アセスメント等の検討にあたってはリソース毎の応動特性等も考慮して検討を行う。また、これら
のリソース向けの規定やオフライン枠の活用等については、必要に応じて国とも連携しつつ、今後検討することと
する。

◼ 本日のご意見を踏まえ、次回以降、一次～二次②の技術要件の詳細および事前審査・アセスメントの方法等につ
いて検討していく。


